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館林市指定管理者制度導入施設のモニタリング・評価に関するガイドライン 

平成30年７月９日策定 

 

本ガイドラインは、地方自治法第 244 条の２及び市指定管理者制度導入に関する

指針の規定に基づき、市の指定管理者制度導入施設について、効率的な運営やサー

ビス水準の維持・向上、利用者の安全対策など、指定管理者による適正な管理運営が

行われているかどうかを「モニタリング」し、評価を行うための基本的な考え方を示

すものである。 

 

Ⅰ モニタリングの考え方 

モニタリングとは、指定管理者による管理運営が、基本協定書や業務仕様書など

に沿って、適切に履行されているかを継続的に確認・評価し、必要に応じ、改善に向

けた指示や是正等を行う一連の体制のことであり、共通の基準を示すことにより、

指定管理者による適正な管理運営とサービスの向上を図るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の公表 指定・協定 
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《モニタリングの概念図》 
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Ⅱ モニタリングの方法 

１ 指定管理者によるセルフモニタリング 

指定管理者団体固有のセルフモニタリングの方法を尊重しつつ、必要に応じ、施

設の設置者として指示・指導助言し、指定管理者の自主的なマネジメントサイクル

の確立による管理運営の改善充実を図るものである。 

（１）管理運営業務の記録、点検、改善 

    ア 事業報告書 

 基本協定書等に基づき、毎年度終了後、６月末日までに市に提出する。１

年間の施設利用実績、指定管理業務に係る会計決算、事業内容等を報告する

とともに、指定管理者自身が、目標・計画等に対する最終的な実績を評価す

ることで、翌年度の管理運営の改善充実を図るものとする。 

 《事業報告書に記載すべき主な事項》 

  ・管理業務の実施状況 

  ・施設の利用状況 

  ・料金収入の実績 

  ・管理に係る経費等の収支の状況 

  ・修繕の状況 

  ・提案事業や自主事業の実施状況 

  ・その他、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項 

 

イ 業務報告（毎月） 

施設管理の適正を期するための資料として、前月の施設管理業務の実績に

ついて、市に提出する。 

  《業務報告すべき主な事項》 

   ・利用実績（利用件数、利用人数等） 

   ・使用料又は利用料金の収入実績 

   ・管理費用の支出状況 

   ・日常的、定期的に行う施設の維持管理状況（清掃、機器点検、修繕、安

全対策等） 

   ・苦情や事故等の対応状況 

   ・その他重要又は異例な事項 
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（２）危機管理対応の記録、原因分析、改善 

    ア 随時報告書 

     基本協定書等に基づき、災害、事故、不測の事態等が生じた場合は、速や

かに市に報告し、必要に応じて、対応を協議する。 

  

    イ 原因及び対応状況の分析並びに危機管理体制の改善 

     対応終了後、事故等の発生原因や危機管理への対応状況を分析し、問題の

あった部分については、危機管理体制や対応マニュアル等を見直す。 

 

  （３）施設・設備等の安全管理・点検の記録、改善 

    施設・設備等の点検簿を整備し、日常的な点検及び定期的な一斉点検を行

い、安全管理及び必要な修繕等を行う。また、備品については、年１回以上、

現物と台帳とを突合して確認する。 

 

 （４）利用者の意見、要望等の把握、管理運営の改善 

    ア 要望、苦情等対応整理簿 

     利用者からの日常的な要望・苦情等に誠実に対応するとともに、その内容

及び対応状況を整理簿に整理する。概要を業務報告及び事業報告書で市に報

告するとともに、必要な改善策を講じるものとする。 

 

    イ 利用者満足度調査（利用者アンケート） 

     利用者の意見や要望を把握するため、当該施設において提供されるサービ

スに関する利用者アンケートを、年１回以上、実施するものとする。なお、

アンケート結果について、分析し、管理業務に反映させるよう努めるととも

に、市に報告する。 

 

２ 市によるモニタリング 

各種報告書、実地調査、管理運営に関する評価等によりモニタリングを行い、改

善すべき事項が認められたときは、市から指定管理者に対し必要な指示等を行い、

改善結果の報告を求めるものである。 
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（１）各種報告書の点検、改善指示・指導助言 

    ア 各種報告書 

指定管理者から市に提出された書類の内容について、問題点や疑義がない

か点検し、必要に応じて、実地調査を実施するとともに、指定管理者に改善

の指示、指導助言を行う。 

 

    イ 指定管理業務に係る収支状況の把握  

サービスが安定的・継続的に提供されているか確認するため、半期ごとに

収入及び支出の内訳事業計画と実績との比較を行うものとする。 

 

 （２）実地調査、改善指示・指導助言 

    ア 定期調査 

施設の管理運営を適正に期するため、基本協定書等に基づき、随時、実地

調査を行い、各種報告書の内容及び管理運営状況の確認・点検（書類確認、

原簿突合、現場視認、従業員ヒアリング等）を行い、必要に応じて、改善指

示・指導助言を行う。 

 

    イ 随時調査 

苦情等の内容、事故等の状況、財務経理上の問題等を確認するため、随

時、実地調査を実施し、必要に応じて、改善指示・指導助言を行う。 

 

（３）指定管理者との月例定例会 

施設の管理運営業務の調整、市と指定管理者との情報、要望、意見の交換、

市からの指示・指導助言、市の評価のフィードバック等を行い、市と指定管理

者との緊密なコミュニケーションを図るため、原則、毎月定例会を開催するも

のとする。 

 

（４）利用者満足度調査（利用者アンケート）の点検・分析、管理運営指導 

指定管理者の実施する利用者満足度調査（利用者アンケート）について、類

似の市有施設との統一性等の観点から調査方法・内容を事前に指定管理者と協

議するとともに、報告された結果データ等を基に、市の視点からも分析を行
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い、課題を抽出して、指定管理者に管理運営の改善に向けた指導助言を行う。 

 

Ⅲ 管理運営状況の評価 

１ 管理業務の評価 

（１）指定管理者が行う自己評価 

指定管理者は、毎年度終了後に事業報告書の作成と合わせて指定管理者評価

シート（別紙１）により評価を行い、市に提出する。 

 

（２）市が行う実績評価 

市は、指定管理者から提出された事業報告書および自己評価に基づき、指定

管理者の実績について、指定管理者評価シート（別紙１）により評価し、指定

管理者に通知するものとする。 

 また、定例会等において、指定管理者に対して評価結果のフィードバックを

行い、管理運営の改善充実を図るものとする。 

  

 ２ 評価基準 

評価 評価内容 

Ａ 優れている（協定書等を遵守し、市の要求水準を上回っている） 

Ｂ 適正である（協定書等を遵守し、市の要求水準を満たしている） 

Ｃ 
さらに努力が必要である（協定書等を遵守しているが、市の求める要求水準を

満たすために改善努力が必要である） 

Ｄ 
改善すべき点がある（業務に不履行があり、計画や体制の抜本的な改革が必

要） 

 

３ 評価の公表 

  指定管理者が行う管理業務の透明性の向上を図るため、評価結果をホームページ

上にて公表する。 
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Ⅳ 指定の取消し、管理業務の一部停止 

モニタリングを通じて、指定管理者が次のいずれかに該当し、指定管理業務を継

続することが適当でないと認められた場合は、指定管理者の指定の取り消し、又は

業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

  （１）指定管理業務等の実施に際し、不正行為があったとき 

  （２）市に対して虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき 

  （３）協定に定める事項を履行しない、又は協定に定める事項に違反したとき 

  （４）その他、当該施設の指定管理者として指定管理業務等を継続することが適

当でないと認められるとき 

 

Ⅴ 本ガイドラインの運用 

  本ガイドラインは、指定管理者制度を導入する全ての施設について適用する。た

だし、既に指定管理者と協定を締結し、管理運営をしている施設については、定期

報告書の提出や自己評価の実施を協定書等で明記していない場合があるため、指定

管理者に本ガイドラインの趣旨を十分説明し、協議のうえ、実施することとする。 

 

Ⅵ 参考（法令抜粋） 

 
地方自治法 

  （公の施設の設置、管理及び廃止） 

  第２４４条の２ 

  ７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し

事業報告書を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなけ

ればならない。 

  10 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管

理の適正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況

に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができ

る。 

  11 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該

指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定

を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずること

ができる。 

 



別紙１

評価 評価

利用日や利用時間が順守されているか

利用の受付や許可は適正に行われているか

使用料の徴収、収納管理及び減免等は適切
に行われているか

従業員の配置、研修等は適切に行われてい
るか

従業員の労働条件、賃金水準は適正に確保
されているか

防火管理者等、管理にあたって必要な資格
を有する職員を適正に配置しているか

避難訓練を実施しているか

緊急時の連絡体制は整っているか

館内の清掃を定期的に実施し、常に清潔に
保たれているか

保守点検等は、協定書・仕様書に基づき適
切に実施しているか

修繕業務は、市と適宜協議しながら適切に
実施しているか

サービス向上や利用者増へ向けた取り組み
を行っているか

利用者の意見を施設運営に反映する仕組み
を確立しているか

苦情、要望に対し、適切・迅速に対応して
いるか

従業員の接遇状況は適切か

ホームページ、パンフレット等を活用し、
利用者への情報提供を積極的に行っている
か

特定利用者を優遇したり、理由もなく利用
を制限することなく、市民の平等利用が確
保されているか

指定管理者として実施すべき事業は、計画
どおり実施しているか

施設の設置目的を達成するための効果的な
事業展開や自主事業が行われているか

個人情報の管理
個人情報の漏えいを防止する等の個人情報
の適切な管理がなされているか

法令遵守
協定、業務に係る関係法令、労働法令等は
遵守されているか

収支計画に基づき、適正に運営されている
か

経理処理は、適切に行っているか

特筆すべき事項

特に改善すべき課題

収支の状況

運
営
等
に
関
す
る
事
項

総合評価

事業の実施

サービス向上の取組

施設・設備の維持管
理

管
理
体
制
等
に
関
す
る
事
項

利用状況

実施体制

防災対策及び緊急時
の対応

指定管理者名 指定管理者の所在地

評価項目 評価内容
一次評価（指定管理者による自己評価） 二次評価（所管課による評価）

評価理由 評価理由

指定管理者評価シート《自己評価・所管課モニタリング用》（平成　　年度実績）

施設名称 所在地

所管課名 指定期間


